
2026年6月22日 青森市古川一丁目16番16号

あおぎんリース株式会社

代表取締役社長　工藤　貴博

（単位 ： 千円）

28,947,370 15,940,829

1,220,474 55,880

9,573,188 559,227

14,947,183 9,000,000

558,066 5,453,000

100,824 204,126

201,477 36,734

2,103,431 33,960

319,704 466,333

15,324 6,422

14,615 47,968

△ 106,918 12,000

3,010

363,552 62,166

181,406

171,038  固　定　負　債 9,652,393

1,632 8,884,000

0 695,129

8,735 71,643

1,620

73,505

59,518 25,593,223

1,227

12,760

 株　主　資　本 3,694,096

108,639 60,000

56,563 3,634,096

710 15,000

34,284 3,619,096

28,762 別 途 積 立 金 3,300,000

795 繰 越 利 益 剰 余 金 319,096

15,485

14,200  評価・換算差額等 23,603

△ 42,162 23,603

3,717,700

29,310,923 29,310,923

　第41期 決算公告

　　 貸   借   対   照   表
　　　　　　（2026年3月31日現在）

金　　　　額

（資産の部） (負債の部）

 流　動　資　産  流　動　負　債

未 払 法 人 税 等

支 払 手 形

割 賦 債 権 買 掛 金

リ ー ス 投 資 資 産

科　　　　　目

賞 与 引 当 金

前 払 費 用

短 期 借 入 金

支 払 委 託 立 替 金

そ の 他 の 営 業 債 権

前 渡 金

預 り 金

リ ー ス 債 務

リ ー ス 債 権

そ の 他 利 益 剰 余 金

車 両

（純資産の部）電 話 加 入 権

利 益 剰 余 金

利 益 準 備 金

長 期 未 払 金

ソ フ ト ウ ェ ア

投 資 有 価 証 券

純　 資 　産 　合 　計

資　産　合　計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

資 本 金

長 期 差 入 保 証 金

固 定 化 営 業 債 権

長 期 前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

 固　定　資　産

現 金 及 び 預 金

前 受 収 益そ の 他

科　　　　　目 金　　　　額

未 収 リ ー ス 料

未 払 費 用

前 受 リ ー ス 料

そ の 他

貸 倒 引 当 金

  有形固定資産

一年以内返済予定長期借入金

長 期 借 入 金

負 債 合 計

賃 貸 資 産

退 職 給 付 引 当 金

建 物

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

役 員 賞 与 引 当 金

器 具 備 品

  無形固定資産

そ の 他 無 形 固 定 資 産

  投資その他の資産

貸 倒 引 当 金

そ の 他

出 資 金



（単位 ： 千円）

売　　　上　　　高

リ ー ス 料 収 入 5,741,468

割 賦 収 益 212,241

そ の 他 の 収 入 522,863 6,476,574

売　　上　　原　　価

リ ー ス 原 価 5,135,713

そ の 他 の 収 入 原 価 452,421

資 金 原 価 150,524 5,738,659

売 上 総 利 益 737,914

販売費及び一般管理費 405,618

営 業 利 益 332,295

営　業　外　収　益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 1,148

雑 収 入 3,643 4,792

営　業　外　費　用

雑 損 失 2,674 2,674

経 常 利 益 334,414

特　　別　　利　　益 －

特　　別　　損　　失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 40

固 定 資 産 除 却 損 0 40

334,373

法人税、住民税及び事業税 96,122

法 人 税 等 調 整 額 11,276 107,399

226,973

 損　 益 　計 　算　 書 
（　自　2025年 4月 1日　至　2026年 3月 31日　）

科　　　　　　　　　　目 金　　　　　　　　　　　　額

当 期 純 利 益

税 引 前 当 期 純 利 益



 個　別　注　記　表

 【重要な会計方針に係る事項に関する注記】

１．　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

　① 市場価格のない株式等以外のもの

　② 市場価格のない株式等

　移動平均法による原価法によっております。

２．　固定資産の減価償却の方法

（１） 賃貸資産（含むリースソフト）

とする定額法（リース期間定額法）によっております。

（２） その他の有形固定資産

については、定額法を採用しております。

（３） その他の無形固定資産

（5年）による定額法を採用しております。

３．　引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

見込額を計上しております。

（２） 賞与引当金

（３） 役員賞与引当金

しております。

（４） 退職給付引当金

計上しております。

（５） 役員退職慰労引当金

支給額を計上しております。

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法により算定）によっております。

リース期間を償却年数とし、リース期間満了時の処分見積価額を残存価額

定率法によっております。ただし1998年4月1日以降取得した建物（附属

ソフトウエア（自社利用）については、社内における見込利用可能期間

債権の貸倒れによる損失に備えるため、過去の貸倒実績率に基づき計算

された額のほか、個別の債権について回収の可能性を検討し、回収不能

役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当事業年度末要

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末の退職給付債務に基づき

役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額に基づき計上

設備を除く）および2016年4月1日以降取得した建物附属設備、構築物

従業員の賞与支給に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。



４．　収益及び費用の計上基準

（１） ファイナンス・リース取引に係る売上高及び原価の計上基準

する方法によっております。

（２） オペレーティング・リース取引に係る売上高の計上基準

（３） 割賦販売取引に係る収益の計上基準

５．　その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

 【会計上の見積りに関する注記】

次のとおりです。

）

）

 【会計上の見積りの変更】

　（耐用年数の変更）

おります。

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料

割賦販売取引は、支払期日到来の都度、利息相当額を割賦収益に計上して

を基準として、その経過期間に対応する売上高および売上原価を計上

おります。

会計上の見積りにより当事業年度に係る計算書類にその額を計上した項目で

当社は、従来自社利用のハードウェア等の耐用年数については、５年で減価

償却を行っておりましたが、２０２６年７月に予定しているみちのくリース株式会社

との合併に伴うシステム統合により廃止が決定しているハードウェア等の耐用

を基準として、その経過期間に対応するリース料を計上しております。

資産に係る控除対象外消費税等につきましては、全額費用として処理して

（ う ち 、 固 定 資 産 42,162千円

106,918千円（ う ち 、 流 動 資 産

年数を、廃止予定年度までの期間に見直し、将来にわたり変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当事業年度の減価償却費は4,252千円

増加し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益は同額減少しております。

リース契約期間に基づくリース契約上の収受すべき月当たりのリース料

あって、翌事業年度に係る計算書類に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、

貸 倒 引 当 金 149,080千円



 【貸借対照表に関する注記】

１．　有形固定資産の減価償却累計額

２．　未経過リース期間に係るオペレーティング・リース契約債権

３．　１年を超えて入金期日の到来する営業債権等

４．　関係会社に対する金銭債権債務

５．　リース投資資産の内訳

 【損益計算書に関する注記】

１．　資金原価の内訳

２．　関係会社との取引高

営業取引による取引高

器 具 備 品

短 期 金 銭 債 務

割 賦 債 権

△1,651,481千円受 取 利 息 相 当 額

6,264,617千円

見 積 残 存 価 額 部 分

10,041,803千円

未 経 過 リ ー ス 期 間 に 係 る
オ ペ レ ー テ ィ ン グ ・ リ ー ス 契 約 債 権

計

13,160,289千円

短 期 金 銭 債 権

リ ー ス 投 資 資 産

17,628,633千円

4,552千円

建 物

1,273,102千円

49,108千円

資 金 原 価

345,115千円

71,439千円

1,910,163千円

計 431,145千円

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 債 権

204,944千円

車 両

受 取 利 息

計

152,802千円

10,037千円

長 期 金 銭 債 務

229,644千円

△2,277千円

計

150,524千円

14,947,183千円

1,408,941千円

リ ー ス 料 債 権 部 分 14,688,500千円

7,450,000千円

賃 貸 資 産

リ ー ス 料 収 入

136,412千円

29,599千円販 売 費 及 び 一 般 管 理 費



 【税効果会計に関する注記】

　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

　　（繰延税金資産）

　　（繰延税金負債）

に関する税効果会計の会計処理並びに開示を行っております。

未 払 事 業 税

繰 延 税 金 資 産 小 計

2,837千円

△14,148千円

(注）当社はグループ通算制度を適用しております。また、 「グループ通算制度を

適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」 (実務対応報告第42号

2021年8月12日)に従って、 法人税及び地方法人税の会計処理及びこれら

3,528千円

貸 倒 引 当 金

退 職 給 付 引 当 金

賞 与 引 当 金

25,154千円

47,907千円

4,213千円

568千円役 員 退 職 慰 労 引 当 金

減 価 償 却 費

87,686千円

評 価 性 引 当 額

3,477千円

そ の 他

繰 延 税 金 資 産 の 純 額

73,537千円

45,280千円

15,485千円

割 賦 未 実 現 利 益

12,771千円そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

繰 延 税 金 資 産 合 計

58,052千円繰 延 税 金 負 債 合 計


